平成１７年１月６日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富田会計事務所

給料・外注費の区別及び源泉所得税　

　

1 給料・外注費の区別

一般的に以下の条件をすべて満たした場合のみ、外注費となります。

· 相手先が請求書・領収書を発行する。

· 相手先が法人、または個人事業として申告している。

· 支払金額（請求書等の内容）は仕事の内容によって決まる。（時間給や日給は×）

· 履歴書や雇入通知書ではなく、業務委託契約書がある（業務委託料の根拠は？）。
· 契約の内容上、他人の代替を受け入ることが不可能である。
· 材料、作業道具、設備・備品、通勤費、旅費交通費、交際費等は相手先負担である。

· 完成品の引渡前の危険負担（事故責任）は相手先にある。

· 個々の業務について、貴社の指揮監督・命令を受けない（空間的、時間的な拘束を受けない）。

· 社会保険の加入、厚生施設の利用、ベースアップ、昇給、退職金の支給、制服の貸与等について、一般の使用人と同様の扱いではない。

· 消費税を付加している。

　
2 2箇所から給料をもらっている人の源泉所得税

貴社以外の会社でも働いている人のうち、貴社との雇用契約がメインではない人は源泉税額表の乙欄の源泉所得税を適用してください。

③　外注で源泉所得税を預からなければならない場合

以下のような仕事を個人に外注でしてもらった場合、源泉所得税を預かってください。

· 不動産の仲介、生命保険等の外交員

· グラフィックデザイン、広告・ポスター等のデザインの報酬

· 版下の報酬、書籍の装丁の報酬

· 翻訳の報酬

· 印刷物に掲載する写真の報酬

· 原稿の報酬

※　フローチャート

給料？外注？（①のチェック）　　　③の項目？　　　　　　　　　　当事務所にご

　　給　料　　　　　　　　　　　　　　ＮＯ　　　　　　　　　　　連絡ください

給料は複数？（②に該当？）　　　　源泉所得税なし
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